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※本稿では症例が届出ガイドラインの基準を満たしているかどうかの確認は行っていないため, 以

前の記事 1 と届出数が一致しない場合がある。 

百日咳は、感染症法に基づく医師の届出基準では「百日咳菌（Bordetella pertussis）によって起こ

る急性の気道感染症」と定義されている。主な症状は長期間続くけいれん性の激しい咳嗽である

が、乳児期早期では無呼吸発作から呼吸停止に至る場合があるほか、肺炎や脳症などの合併症も報

告されている。2018 年 1 月 1 日から感染症法に基づく 5 類感染症全数把握対象疾患となり、これ

により、医師は百日咳の臨床的特徴を有し, かつ原則として実験室診断により確定された症例を診

断した場合に届出が必要となった。2, 3 なお、検査所見がなくても、検査確定例との接触があり臨

床的に疑われる場合（臨床決定）には届出対象となる。 

本稿では、2018 年第 1 週から 2025 年第 52 週に診断され、感染症発生動向調査に届出のあった百

日咳症例を集計し、疫学情報の概要を還元することを目的としている。なお、2025 年の都道府県

別の人口については、2024 年 10 月１日時点の総務省統計局による人口推計を使用した。4 



届出数の推移 

 

2018～2025 年には、累計 127,431 例の百日咳症例が届出された。2018 年に全数把握対象疾患と

なってから届出数が徐々に増加し、2019 年には 16,847 例の届出があったが、新型コロナウイルス

感染症が流行していた 2020～2023 年には年間 3,000 例未満で推移していた。しかし、2024 年の後

半から届出数が増加し、2025 年には百日咳が全数把握対象疾患となって以降最多となる 89,387 例

が届出され、大規模な流行が見られた（図 1）。2025 年で最も届出数が多かったのは第 29 週

（4,749 例）で、それ以来、届出数は徐々に減少した。 

なお、新型コロナウイルス感染症の流行期間中に百日咳患者の届出が減少し、その後増加する傾

向は、世界各国で見られている。5 

 

 

 

 

 



届出症例の概要 

性別構成では、2018 年以降、女性が男性の届出数をやや上回る傾向が続いていた。しかし、

2024 年は男女差が縮小し、2025 年には男女でほぼ等しい割合を占めていた（表 1）。 

年齢の中央値については、ほぼ一貫して 10～12 歳であり、全体として若年層が多い分布である

ことが示されている。年齢群別にみると、2018～2023 年では 1～9 歳の症例が占める割合が最も大

きかったが、2024 年以降は 10 代の年齢群の症例が約半数を占めている。重症化しやすい 1 歳未満

の乳児については、概ね 3～5％で推移していたが、2025 年に届出のあった症例では全体の 2.2%を

占めており、過去 8 年間で最も低い割合であった。 

 

 

届出医療機関 

2025 年の百日咳届出数の増加について、届出医療機関数の変化を考慮したうえで、各医療機関

における届出数の増加を伴うものかを評価するため、2018～2025 年の各年に診断された百日咳の

届出数、届出医療機関数、そして医療機関あたりの届出数を表 2 に示す。医療機関あたりの届出数

は 2018～2019 年で 4.5 前後であったが、2025 年の百日咳の届出医療機関数は 7,848、医療機関あ

たりの届出数は 11.39 であり、ともに過去の水準を大きく上回った。 



都道府県別の届出数 

特に 2025 年の第 1～52 週に診断された届出百日咳症例について都道府県別にみると、届出数は東

京都（7,132 例）、埼玉県（4,904 例）、新潟県（3,984 例）の順で多かった。人口 10 万人あたりの

届出数は高知県で最も多く（202.4 例）、次いで新潟県（189.9 例）、群馬県（161.5 例）の順であっ

た（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

⚫ 百日咳の届出数は 2024 年の後半から増加し、2025 年には、百日咳が全数把握対象疾患に指定

されて以来最多の 89,387 例が届出された。 

⚫ 2024 年以降は 10～19 歳の年齢群が占める割合が増加し、全症例のうち約半数を占めている。 

⚫ 届出数だけでなく、届出医療機関数、そして医療機関あたりの届出数のすべてにおいて、2025

年がその他の年を大きく上回った。 

⚫ 地域別では、2025 年の人口 10 万人あたりの届出数は、高知県、新潟県、群馬県の順に高かっ

た。 

⚫ 今後も百日咳の発生動向を注視する必要がある。 
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